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236,878千円（82,774千円）期間中の総事業費
（カッコ内はR7年度事業費）R5-R7年度事業計画期間

地方への人の流れ分野事業分野地方創生推進タイプ・横展開型事業タイプ・類型
｢誰も取り残されない、人に優しいデジタル化｣の考えのもとデジタル技術を活⽤した共生支援の体制を整備し、誰もが個性や能⼒を活かし、地域コミュニティーの⼀員として活躍できる
「多様性が強みとなる共生社会」の実現を図るため、共生社会がもたらす効果や多様性尊重の重要性を県⺠⼀人ひとりが当事者意識を持ちながら理解するとともに、本県が多種多
様な人材が集う場になるよう、共生社会の実現に関する取り組みを実施する。

目的（効果）

・「やまなし外国人活躍ビジョン」のフォローアップ、検証・改定など取組全般に係る情報収集及び意⾒交換等を⾏うとともに、官⺠の関係機関の連携体制を構築する。（委員報償費、
委員旅費、需⽤費） 243千円
・外国人留学生が本県で就職するにあたり必要となる基本情報や企業情報を掲載したポータルサイト等の保守運⽤を⾏い、外国人留学生の県内への就職及び県内企業の人材確
保に向けた取組を支援する。（委託料） 423千円
・県内企業と留学生（県内外）の交流会や企業説明会を⾏う外国人留学生合同就職フェアや日本での就職活動やインターシップに関する知識を習得するガイダンス等を開催。
（委託料） 2,308千円
・官⺠の関係団体・企業等を全県的にネットワーク化し適正な労働環境の整備に向けた機運の醸成を図る「やまなし外国人労働環境適正化ネットワーク」を設置。
（報償費、旅費、使賃料） 141千円
・外国人が安⼼して暮らせる環境づくりのために、地域で相談対応や情報提供等を⾏う外国人地域生活サポーターを設置する。また、サポーター研修会を開催する。
（需⽤費、委託料） 2,243千円
・外国人が安⼼して暮らせる多⽂化共生社会の形成に向けて、県⺠の意識啓発等を推進するため、やさしい日本語講習や異⽂化理解・多⽂化交流事業の実施やホームページ運
営を通じた情報発信を⾏う。（委託料） 1,001千円
・災害時も在住外国人や外国人観光客が安⼼できるよう、災害時外国人支援情報コーディネーターを育成するほか、外国人向け防災訓練や外国人支援者向けセミナーを実施する。
（委託料）445千円
・職業能⼒開発短期⼤学校を卒業した留学生は在留資格が取得できることから、本県産業の人材の確保・育成を図るため、留学生受け⼊れを促進するため留学生向け進学説明
会や情報誌への掲載及び留学生向け日本語補講を⾏う。（委託料・使⽤料および使賃料）1,328千円
・本県の共生社会化を推進していくため、県⺠の意識啓発に向けた、シンポジウム・若年層等を対象にしたワークショップの開催、県内の共生社会のロールモデルを広くPRする普及啓発
冊⼦の作成をする。（報償費、旅費、需⽤費、使賃料）2,856千円
・企業と福祉のマッチング体制強化のため、障害者就労支援施設と企業とのマッチングを⾏う産福連携コーディネーターの設置や展⽰会等への出展を⾏う。（委託料）10,287千円
・⾼年齢者の活躍の機会を創出するため、⾼年齢者雇⽤を検討している企業担当者や就労意欲のある⾼年齢者を対象に、⾼年齢者雇⽤に積極的な県内企業を訪問する職場⾒
学会を実施する。（委託料）1,672千円
・性的指向やジェンダーアイデンティティに関わらず、誰もが個性と能⼒を発揮できる、多様性を尊重する社会の実現に向け、理解の促進と普及啓発を図る取り組み（研修会等）を実
施する。（報償費、旅費、需⽤費、委託料、使賃料）988千円
・誰もが⾝近な場所でパラスポーツを楽しめる環境を整備し、障害者の活⼒ある生活結びつけ、共生社会を実現する。
（報償費、旅費、需⽤費、役務費、委託料、使賃料、補助⾦）4,120千円
・デジタルに関⼼のある中学生に対し、学ぶ・実装・フィードバックのサイクルを経験するプログラミング体験を提供する。（委託料） 11,409千円
・学内で学んだスキルを応⽤し、実際の地域課題の解決を図るクリエイティブな課題解決型学習（PBL︓Project Based Learning）を開催する。（委託料） 43,310千円
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①県内⼤学等の留学生の県内就職率（＋6％）
②⾼校進学ガイダンスに参加した外国人生徒の数（＋30人）
③企業と障害者就労施設のマッチング件数（＋90件）
④PBLプログラムを受講した⼦供たちのうち、⾝に付けたデジタルスキルを活⽤して⾃分に関わりのある地域
の課題を⾃分の⼒で解決したいと考えている人数割合（＋90％）

KPI
※カッコ内の数値は最終事業年

度までの「KPI増加分の累
計」の目標値

旧制度（推進）


